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住 宅 課 長
都 市 計 画 課 長
環 境 保 全 課 長

殿

拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会事業には、平素より格別のご支援・ご協力を賜り厚く御礼申しあげます。
　平成 27 年５月に特定空き家法が制定され、それに基づく条例が自治体で制定されてきました。しかし、空き家
件数は依然増加の一途をたどり、平成 30 年の空き家総数は 846 万戸と５年前の統計から 26 万戸増加しています。
同法に、該当する空き家件数も 347 万戸とさらに増加しています。特定空き家法の条件に該当すると、行政代執行
に基づく行政強制の対象になる場合があるため、今後、行政代執行に至る事案も増加するものと予想されます。
　そこで本講座では、空き家対策特別措置法及びその後の処理状況を踏まえて、行政代執行に至る法律実務を検討
し、これらの対応策についてわかりやすく解説いたします。
　時節柄公務ご多忙の折とは存じますが、この機会にぜひ関係者の方々多数のご参加をおすすめ申しあげます。

敬　具　

2020年2月4日（火）
2月5日（水）

自治体法務研究所　代表
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※参加料には、別途消費税がかかります。
※銀行振込の手数料は貴団体にてご負担ください。

空 き 家 対 策 特 別 措 置 法 等 と
行政代執行の法律実務と対応策
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「空き家対策特別措置法等と行政代執行の法律実務と対応策」参加申込書（3917）

レ
29，000円

32，000円
 　※別途消費税が（　 かかります　 ）

2020 .2／4～5

（2.5）

昭和39年中央大学法学部卒業。同年東京都に入庁する。
東京都総務局法務部で、主査、課長補佐、副参事として、通算22
年間、行政事件、民事訴訟、行政不服審査を担当。また、東京都
職員研修所等の講師として活躍する一方、雑誌や単行本、実務
全集等の執筆も手がける。現在、自治体法務研究所代表。

自治体法務研究所　代表

江　原　　勲  氏

１. 空き家対策特別措置法について
⑴ 事案の発生（市民相談、実態調査等）
⑵ 現地及び所有者等の調査
⑶ 所有者等の事情の把握
⑷ 特定空き家の所有者等に対する助言・指導
並びに勧告

⑸ 意見書　機会付与
⑹ 命令

２. 空き家対策とその処理状況

３. 行政代執行法の制定とその適用

４. 行政代執行法とその他の行政強制

５. 行政代執行と民事執行の相違

６. 代執行権を有する行政庁

７. 行政代執行の対象となる義務
⑴ 法令又は行政処分
⑵ 実務上代執行の対象とされている義務

８. 代執行の要件
⑴ 代替的作為義務の不履行
⑵ 他の手段によって履行を確保することが
困難なこと

⑶ その不履行を放置することが著しく公益
に反すること

他事考慮ないし他事記載に注意（別の目的）
⑷ 建築基準法９条12項－簡易代執行

９. 代執行の手続きと執行停止
⑴ 代執行の手続き　
⑵ 相手方の法的対応－執行停止の申し立て
⑶ 代執行の実施－フローチャート

10. 代執行における抵抗の排除

11. 代執行と第三者の地位

12. 物件の保管

13. 代執行費用の徴収

14. 代執行の例その他の問題
・札幌市廃棄物処理代執行
・ゴミ屋敷への対応に関する事例

原


